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・出前講座等を通じて、フレイル予防を通じた社会参加の重要性を伝えるとともに、地域サロンの継続を推進する。

・認知症の方を支える介護者同士の交流や介護に役立つ知識を学ぶ機会として、「介護者のつどい」を開催する。
・より多くの地域住民に認知症の理解を広げるため、出前講座にて認知症ミニ講座を開催する。依頼しやすいよう
に「出前講座のお品書き」を作成して地域のサロン等に周知する。

□ 区からのコメント

令和７年度 二ツ橋第二地域ケアプラザＰＤＣＡシート_公表用 （事業計画書、事業報告書、事業実績評価）

—総括表—
◆ 事業計画

□ 地域の現状と今後の方向性
三ツ境駅に近いエリアは商業施設も充実していますが、駅から離れるにつれて商店街等もなくなり、特に高齢者の買い物
や移動手段に支障が生じています。担当エリアでは地域の担い手の高齢化が進んでおり、人材不足に直面していることが
共通の課題です。現在稼働している移動販売については、集客状況や地域ニーズを把握し、地域の社会資源として継続
的に実施できるように支援を行います。地域の担い手不足については、地域ケアプラザの広報紙を活用するなど、地域の
サロンや地域活動団体、活動者を掲載し、地域住民に活動を知ってもらうことで、新たな参加者や将来的な担い手の発掘
につながるよう支援します。また、地域のサロン等で健康づくりや介護予防を担う人材を育成します。令和７年度よりチーム
オレンジの事業を推進し、認知症当事者の支援強化と支援者のネットワークづくりに取組みます。

□ 今年度の重点的な取組

◆ 事業報告・事業実績評価

□ 振り返り

—具体的な取組内容－

・発行する広報紙には、地域ケアプラザの機能や役割を紹介する記事を掲載して周知を行う(年４回以上)。また、
広報紙に興味を持って見ていただけるよう、身近な話題(地域情報等)の掲載を継続して行う。
・地域ケアプラザの広報紙等で団体等の活動を紹介し、参加者、担い手共に募集している旨、周知を行う。

・生活支援ボランティア、移動販売ボランティアの活動について地域住民にさまざまな媒体を通じて周知を行う。

・集いの場「しゃべり場」を定期開催し、地域の一人暮らしの方や認知機能の心配な方などが気軽に集まれる場を
つくり、早期に発見、支援につなげられる体制を構築する。



１　施設の適切な運営について

取組
計画

実績

２　指定介護予防支援事業、居宅介護支援事業

目標

職員
体制

契約
者数

目標

実施
体制

【実施日数】

【提供時間】

【定員】

利用
料金

【サービスに係る費用】
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（厚生労働省告示第百二十六号）に基づく金額

【その他料金】【その他料金】

【実施日数】

【提供時間】

【定員】

【実施日数】

【提供時間】

【定員】

【サービスに係る費用】
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算
定に関する基準（厚生労働省告示第百二十六号）
及び指定地域密着型介護予防サービスに要する
費用の額の算定に関する基準（厚生労働省告示
第百二十八号）に基づく金額

【その他料金】

【サービスに係る費用】
指定居宅サービスに要する費用の
額の算定に関する基準（厚生省告
示第十九号）及び横浜市介護予
防・日常生活支援総合事業実施要
綱に基づく金額

利用
料金

３　通所系サービス事業

地域密着型通所介護通所介護・第１号通所介護 （介護予防）認知症対応型通所介護

○管理者　1名（常勤兼務）
○看護師　1名（常勤兼務）
○社会福祉士　２名（常勤兼務１名、非常勤専従１名）

○管理者　1名（常勤兼務）
○介護支援専門員　１名（常勤兼務1名、非常勤専従０名）

令和７年度二ツ橋第二地域ケアプラザ事業計画書・報告書（施設運営、介護保険事業）

公正・中立な立場で総合的なサービス提供を行うために、日々のミーティング等を
活用し、職員間で相談ケースを共有し、相談者への情報提供の内容およびi対応経
過について確認する場を持ちます。地域ケアプラザは公的な施設であるという意識
を持ち、ご相談者や地域住民、施設の利用者の立場に立った施設運営を行いま
す。

公正・中立性の確保について コンプライアンス等への対応について
（事故報告、個人情報保護、備品管理簿）

年間を通じて、全職員を対象としたコンプライアンスの遵守や個人情報保護をテーマとした
内部研修を実施し、職員一人ひとりが緊張感をもって個人情報を取り扱うことの重要性につ
いて周知徹底を図ります。
職種等に関わらず、すべての職員が法人の運営方針に基づき、コンプライアンスを順守し、
個人情報漏洩事故防止に取組みます。

指定介護予防支援事業
第１号介護予防支援事業

介護保険法等の関係法令等に従い、担当地域内に居住するご利用者に
対し、可能な限り自宅においてその有する能力に応じて、自立した日常生
活を営むために必要な介護予防サービスが適切に利用できるよう、ご利用
者の選択に基づいて介護予防サービス計画書を作成します。

【その他料金】

居宅介護支援事業

介護保険法の目的に沿い、利用者が可能な限り居宅で自立した生活が営
めるよう支援を行い、利用者とその家族の身体的、精神的負担が軽減でき
るようケアプランを作成します。

【その他料金】

【サービスに係る費用】
指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（厚生労
働省告示第百二十九号）及び横浜市介護予防ケアマネジメント実施
要綱に基づく金額

【サービスに係る費用】
指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（厚生省告示第
二十号）に基づく金額



職員
体制

契約
者数
等

【延べ利用者数】 【延べ利用者数】 【延べ利用者数】

【契約者数】 【契約者数】 【契約者数】



収入の部 （単位︓円）

当初予算額（A） 補正額（B） 予算現額（C=A+B） 決算額（D） 差引（C-D） 説明

24,131,175 0 24,131,175 0 24,131,175

24,131,175 24,131,175 0 24,131,175

0

0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

24,131,175 0 24,131,175 0 24,131,175

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

14,397,297 0 14,397,297 0 14,397,297
法人本部経費含まず

3,749,000 3,749,000 3,749,000

736,000 736,000 736,000

180,000 180,000 180,000

29,000 29,000 29,000

6,000 6,000 6,000

0 0 0

0 0

200,000 0 200,000 0 200,000
法人本部経費含まず

20,000 20,000 20,000

500,000 500,000 500,000

20,000 20,000 20,000

45,000 45,000 45,000

400,000 400,000 400,000

0 0 0 0 0

⾃販機目的外使⽤料（横浜市への⽀出） 0 0 0

その他 0 0 0

700,000 700,000 700,000

0 0 0

22,000 22,000 22,000

4,300 4,300 4,300

30,000 30,000 30,000

140,000 140,000 140,000

0 0 0

25,000 25,000 25,000

1,900,000 0 1,900,000 0 1,900,000

事業所税 1,400,000 1,400,000 1,400,000

消費税 0 0 0

印紙税 0 0 0

その他 500,000 500,000 500,000

0 0

3,985,475 0 3,985,475 0 3,985,475
法人本部経費含まず

0 0 0

0 0 0

5,253,878 0 5,253,878 0 5,253,878
法人本部経費含まず

1,800,000 1,800,000 1,800,000

1,300,000 1,300,000 1,300,000

220,000 220,000 220,000

942,000 0 942,000 0 942,000

空調衛生設備保守 92,000 92,000 92,000

消防設備保守 190,000 190,000 190,000

電気設備保守 70,000 70,000 70,000

害虫駆除清掃保守 230,000 230,000 230,000

駐⾞場設備保全費 0 0 0

その他保全費 360,000 360,000 360,000

0 0 0

0 0 0

474,000 474,000 474,000 予算：指定額

0 0

0 0

0 0 0 0 0
内
訳 0 0

24,310,650 0 24,310,650 0 24,310,650

△ 179,475 0 △ 179,475 0 △ 179,475

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による手数料収入

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による横浜市への支出

0 0 0 0 0
※各大項目の内訳については、「その他」欄に集約して記載している場合もあります。

令和７年度　「二ツ橋第二地域ケアプラザ」

収支予算書及び報告書（一般会計）＜地域活動交流＞

科目
指定管理料 横浜市より

内
訳
受領額
戻入額

自主事業収入（指定管理料充当の自主事業）
雑入

内
訳

印刷代
⾃動販売機⼿数料
その他

その他
収入合計

支出の部

科目

人件費

⼿数料

健康診断費
勤労者福祉共済掛⾦
退職給付引当⾦繰入額
その他

事務費

内
訳

本俸
社会保険料
⼿当計

図書購入費
施設賠償責任保険
職員等研修費
振込⼿数料
リース料

印刷製本費
通信費
使⽤料及び賃借料
内
訳

備品購入費

その他

事業費

内
訳
⾃主事業費（指定管理料充当の⾃主事業）
その他

内
訳

旅費
消耗品費
会議賄い費

公租公課

内
訳

地域協⼒費

管理費

内
訳

光熱水費
清掃費
機械警備費
設備保全費

内
訳

⾃主事業 収⽀

管理許可・目的外使⽤許可に関わる収入
管理許可・目的外使⽤許可に関わる⽀出
管理許可・目的外使⽤許可に関わる収⽀

支出合計
差引

⾃主事業費 収入
⾃主事業費 ⽀出

共益費
その他

その他

修繕費
太陽光パネル保守点検

太陽光パネル修繕（追加）



収入の部 （単位︓円）
当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

27,270,576 0 27,270,576 0 27,270,576

27,270,576 27,270,576 27,270,576

0

154,000 154,000 154,000 横浜市より
30,000 0 30,000 0 30,000 横浜市より

6,187,717 0 6,187,717 0 6,187,717 横浜市より
6,187,717 6,187,717 6,187,717

0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

33,642,293 0 33,642,293 0 33,642,293

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

17,160,000 0 17,160,000 0 17,160,000
法人本部経費含まず

15,000,000 15,000,000 15,000,000

60,000 60,000 60,000

710,000 710,000 710,000

66,000 66,000 66,000

24,000 24,000 24,000

1,300,000 1,300,000 1,300,000

0 0 0

497,000 0 497,000 0 497,000
法人本部経費含まず

16,000 16,000 16,000

0 0 0

0 0 0

6,000 6,000 6,000

130,000 130,000 130,000

0 0 0 0 0

⾃販機目的外使⽤料（横浜市への⽀出） 0 0 0

その他 0 0 0

0 0 0

0 0 0

42,000 42,000 42,000

4,000 4,000 4,000

1,000 1,000 1,000

290,000 290,000 290,000

8,000 8,000 8,000

0 0 0

0 0 0 0 0

事業所税 0 0 0

消費税 0 0 0

印紙税 0 0 0

その他 0 0 0

0 0 0

1,490,000 0 1,490,000 0 1,490,000
法人本部経費含まず

630,000 630,000 630,000 予算：指定額

100,000 100,000 100,000

151,000 151,000 151,000

300,000 300,000 300,000

309,000 309,000 309,000

0 0

1,007,000 0 1,007,000 0 1,007,000
法人本部経費含まず

390,000 390,000 390,000

350,000 350,000 350,000

60,000 60,000 60,000

207,000 0 207,000 0 207,000

空調衛生設備保守 25,000 25,000 25,000

消防設備保守 50,000 50,000 50,000

電気設備保守 20,000 20,000 20,000

害虫駆除清掃保守 15,000 15,000 15,000

駐⾞場設備保全費 0 0 0

その他保全費 97,000 97,000 97,000

0 0 0

0 0 0

126,000 126,000 126,000 予算：指定額

0 0 0 0 0 法人本部経費含まず
内
訳 0 0

20,280,000 0 20,280,000 0 20,280,000

13,362,293 0 13,362,293 0 13,362,293

0 0 0 0 0

860,000 0 860,000 0 860,000

△ 860,000 0 △ 860,000 0 △ 860,000

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による手数料収入

0 0 0 0 0 目的外使用許可（自販機）による横浜市への支出

0 0 0 0 0

※各大項目の内訳については、「その他」欄に集約して記載している場合もあります。

管理許可・目的外使⽤許可に関わる収⼊
管理許可・目的外使⽤許可に関わる⽀出
管理許可・目的外使⽤許可に関わる収⽀

その他

支出合計
差引

⾃主事業費 収⼊
⾃主事業費 ⽀出
⾃主事業 収⽀

修繕費

管理費

内
訳

内
訳

光熱水費
清掃費
機械警備費
設備保全費

内
訳

協⼒医
⾃主事業費（指定管理料充当の⾃主事業）【包括】
⾃主事業費（指定管理料充当の⾃主事業）【介護予防】
⾃主事業費（指定管理料充当の⾃主事業）【チームオレンジ】

⾃主事業費（指定管理料充当の⾃主事業）【生活⽀援】
その他

事業費

内
訳

その他

振込⼿数料
リース料
⼿数料

その他
収入合計

支出の部

科目

人件費

⾃主事業収入（指定管理料充当の⾃主事業）【介護予防】
⾃主事業収入（指定管理料充当の⾃主事業）【⽣活支援】

雑入

その他

内
訳

印刷代
⾃動販売機⼿数料

⾃主事業収入（指定管理料充当の⾃主事業）【チームオレンジ】

指定管理料【チームオレンジ】

横浜市より

⾃主事業収入（指定管理料充当の⾃主事業）【包括】

内
訳
受領額
戻⼊額

指定管理料【⽣活支援】

令和７年度　「二ツ橋第二地域ケアプラザ」
収支予算書及び報告書（一般会計）＜包括等＞

科目

指定管理料【包括】

指定管理料【介護予防】

内
訳
受領額
戻⼊額

使⽤料及び賃借料

内
訳

旅費
消耗品費
会議賄い費
印刷製本費
通信費

備品購⼊費

内
訳

公租公課

図書購⼊費
施設賠償責任保険

共益費
その他

内
訳

本俸
社会保険料
⼿当計
健康診断費
勤労者福祉共済掛⾦
退職給付引当⾦繰⼊額
その他

地域協⼒費

職員等研修費

事務費



令和７年４月１日～令和８年３月31日

（単位：千円）

予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引 予算 決算 差引

0 13,686,000 13,686,000 9,558,000 9,558,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業・負担金収入 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 13,686,000 0 13,686,000 9,558,000 0 9,558,000 0 0 0 0 0 0

0 2,292,000 2,292,000 11,305,000 11,305,000 0 0

0 2,000 2,000 339,000 339,000 0 0

0 9,773,000 9,773,000 470,000 470,000 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用者負担軽減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0

消費税 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防プラン委託料 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 12,067,000 0 12,067,000 12,114,000 0 12,114,000 0 0 0 0 0 0

0 0 0 1,619,000 0 1,619,000 -2,556,000 0 -2,556,000 0 0 0 0 0 0

※　介護予防プランを他事業者へ委託する場合の取扱は、介護報酬を一旦全額収入に計上した後、他事業者へ委託料として支払う分を支出に計上してください。

※　上記以外の事業を実施している場合は、事業ごとに列を追加して記載してください。

 その他

支出合計（Ｂ）

収支　（Ａ）－（Ｂ）

 介護保険収入

 その他

収入合計（Ａ）

支
出

 人件費

 事務費

 事業費

 管理費

令和７年度　地域ケアプラザ収支予算書及び報告書＜介護保険事業分＞

施設名：二ツ橋第二地域ケアプラザ

収
入

科目 第1号介護予防支援 介護予防支援 居宅介護支援 通所介護 第１号通所介護



二ツ橋第二地域ケアプラザ　

1
父子事業
「ぱぱサロン」

令和５年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

父親の育児支援、父子の集いの場の提
供

３：養育者及
び乳幼児

子育てについての情報交換、幼稚園男性
教諭からの子育てについてのアドバイス
等
実施予定：検討中

0 0 0 0

2
父子事業
「パパ講座」

令和４年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

普段地域とはあまり接点のない父親が子
育ての情報を得るだけではなく、同じ地域
での知り合い作りを目的とする。 ３：養育者及

び乳幼児

横浜市の講師派遣事業を利用し、講師に
よる育児についてのアドバイスや悩み相
談、参加者同志の交流を行う。
実施予定：秋～冬頃

0 0 0 0

3
合同育児講座
「親子でぎゅーっとスキンシッ
プ」

平成24年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

保育園、地域子育て支援拠点、区役所と
の共催事業。地域の子育て家庭を対象に
した、地域の親子の交流の場。親子でふ
れあいを楽しむ場づくり。

３：養育者及
び乳幼児

保育士による親子遊び、手作りおもちゃ等
の紹介、子育て相談等。
開催予定：令和８年１月２６日

0 0 0 0

4 貸館利用団体懇談会 平成23年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

貸館利用団体を対象に、団体同士の交流
やケアプラザからの伝達事項を伝え、より
よい貸館利用を促す。 ５：地域

団体同士が交流し、他の活動に関心をも
つきっかけ作り、施設利用方法等の確認
等。
開催予定：令和７年10月頃

0 0 0 0

5
せやまる・ふれあい ふくしまつ
り

平成23年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

複合館「せやまる・ふれあい館」と福祉の
周知、地区内で活動するボランティアや貸
館登録団体の交流・発表の場となることを
目的とする。

５：地域

実行委員会で内容、周知方法等を検討
し、地域の方に楽しみながら福祉や機関
を知っていただく取組みを行う。
開催予定：令和７年１２月６日

0 0 0 0

6 せやまるギャラリー 令和３年度
１：地域活動
交流事業

１：優先的に
取り組み

せやまる・ふれあい館１階廊下沿いの壁
面を、作品展示スペースとし、地域や団体
の皆さまにご利用いただき、活動団体の
周知、発表の場、創作意欲の増進や同じ
趣味を持つ仲間づくりのきっかけ作りとす
る。

５：地域

個人、団体等より展示希望を募り、廊下
壁面に展示を行う。また、利用希望のない
期間は、貸館団体等の周知を行う。
開催予定：通年

0 0 0 0

7 しゃべり場 令和７年度
７：共催（１と
２と３）

２：発展させ
るねらい

集いの場の提供。参加者の課題の把握
や支援につなげれるような情報収集の
場、発展させるねらい。 １：高齢者

持ち寄ったお昼を食べながらおしゃべりを
楽しむ。開催予定：奇数月（年６回） 0 0 0 0

8 スマイルエイジング講座 令和７年度

２：地域包括
支援セン
ター運営事
業

１：優先的に
取り組み

高齢期に生じるライフイベントに関わる知
識・情報を各回講師を招き、６つのテーマ
に分けて提供する講座を開催。老後のあ
らゆる問題に備えることで、笑顔で前向き
に年を重ねられる「安心」に満ちたシニア
ライフを築くきっかけにしてもらう。

５：地域

４月「介護保険制度の話と介護予防体操」
６月「入所施設の話」
８月「在宅医療の話」
10月「遺言・相続（or生前整理）の話」
12月「高齢期のお金の話」　（予定）
２月「葬儀・墓の話」（予定）

0 0 0 0

9 介護者のつどい 令和７年度

２：地域包括
支援セン
ター運営事
業

１：優先的に
取り組み

地域の介護者の交流・学びの場として介
護者のつどいを開催。令和７年度は年６
回奇数月の第３水曜日に固定開催とする
ことで年間通して地域に広く周知し、介護
者のつどいの認知度を高める狙いとして
いる

５：地域
介護者同士の交流会、介護に関する勉強
会、リフレッシュ企画など。
奇数月の第３水曜日に開催。

0 0 0 0

10 0 0 0 0

令和７年度　自主事業計画書・報告書

No 事業内容・実施時期事業目的
開始
年度

事業
事業の
性質 実施

回数

延べ
参加
人数

事業名
主な

対象者

従たる
対象者

(複数選択
可）

合計

うち
オンライン
実施回数

うち
オンライン
参加人数

■ 事業

１︓地域活動交流事業 ２︓地域包括⽀援センター運営事業

３︓⽣活⽀援体制整備事業 ４︓共催（１と２） ５︓共催（１と３）

６︓共催（２と３） ７︓共催（１と２と３）

■ 事業の性質

１︓優先的に取り組みが求められる事業

２︓福祉保健活動に発展させることを

ねらいとした事業

■ 主な対象者、従たる対象者

１︓⾼齢者 ２︓障害児・者 ３︓養育者及び乳幼児

４︓⼦ども・⻘少年 ５︓地域 ６︓事業者

７︓その他


	05_R7公表用
	06_R7事業計画書
	07_R7収支予算書
	R7１
	R7２
	R7３

	08_R7自主事業

